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基本理念

基本方針 ５ 基本施策 １８

２０１５年度計画

２０１８年度実績

●妊娠・出産期の支援の充実を図るため，ネウボラ相談窓口「あのね」において
妊娠後期の面談の促進を図るとともに，２０１８年（平成３０年）４月から「不
育症治療費助成事業」，１０月から「新生児聴覚検査事業」，２０１９年（平成
３１年）１月から「風しん抗体検査事業」の３事業を新規事業として開始した。

●２０１７年度（平成２９年度）からの継続事業を含めた１１９の事業が概ね着
実に実施されている。

みんなで創る　すべての子ども・子育てにやさしいまち　ふくやま

子どもたちが健やかに成長できる福山の実現

心豊かに安心して子どもを生み育てられ，

２０１８年度（平成３０年度）実施状況　総括

２０１５年度（平成２７年度）～２０１９年度（令和元年度）

（３０指標）

【個別事業数】　１１１（重複を除く）

【個別事業数】　１１９（重複を除く）

　　うち数値目標設定事業　２０　　　

（３１指標）

　　うち数値目標設定事業　１９　　　

福山市次世代育成支援対策推進行動計画

基本目標

計画及び実績



 ２０１８年度（平成３０年度）目標値設定事業の実績値の報告

指標
計画

現状値
実績値 目標値

基本方針１　子育て家庭に対する支援の充実

2014年度 2018年度 2019年度

1,092件 2,670件 3,400件

2014年度 2018年度 2019年度

28か所 33か所 33か所

2014年度 2018年度 2019年度

208人 169人 230人

2014年度 2018年度 2019年度

39か所 41か所 50か所

2014年度 2018年度 2019年度

29.0% 32.0% 40.0%

基本方針２　安心できる母子保健の推進

2014年度 2018年度 2019年度

68小学校区 73小学校区 すべての小学校区

（78小学校区中） （78小学校区中）

2013年度 2018年度 2019年度

93.7% 95.4% 100%

2013年度 2018年度 2019年度

6.5% 2.3% 0.0%

2013年度 2018年度 2019年度

9～3月

26.1% 39.6% 30.0%

2013年度 2018年度 2019年度

94.4% 96.2% 100.0%

2012年 2017年 2018年

9.0（2件） 9.8（2件） 0.0（0件）

2013年度 2018年度 2019年度

93.8% 95.8% 95.0%以上

2013年度 2018年度 2019年度

92.6% 97.5% 95.0%以上

2013年度 2018年度 2019年度

84.9% 90.2% 85.0%以上

コード　／　事業

１－１－１
ふくやま子育て応援センター「キッズコム」

相談件数

１－１－２
地域子育て支援拠点事業

実施箇所数

１－５－３
学習・啓発事業

講座・セミナー等への男性の
参加割合

２－１－１
子育て支援ボランティア事業

子育て支援ボランティアの
登録者

１－１－３
ファミリー・サポート・センター事業

ファミリー・サポート
・センター協力会員数

１－１－６
子どもの居場所づくり事業
（放課後子ども教室の推進）

放課後子ども教室設置か所数

２－１－６
こんにちは赤ちゃん訪問事業

生後4か月までの乳児の
いる家庭への訪問率

２－１－２
母子健康手帳の交付 妊娠11週以下での妊娠

届出率

妊婦の喫煙率

２－１－４
妊婦歯科健康診査

妊婦歯科健康診査
受診率

２－２－４
乳幼児の事故防止

4歳までの不慮の事故死亡率
（人口10万人対）

２－２－８
乳幼児健康診査
4か月児健康診査
1歳6か月児健康診査
3歳児健康診査

1歳6か月児健康診査受診率

3歳児健康診査受診率

3歳のむし歯がない子の割合

キラキラサポーター（子育て支援ボランティア）の登録

と養成/市保健師と連携し，家庭訪問 

保健師，育児家庭訪問員，キラキラサポーター 

（子育て支援ボランティア）が訪問 

乳幼児健康相談や乳幼児健康診査時などで啓発 

個別健康診査（乳児一般と4か月児），集団健康診査

（1歳6か月児と3歳児） 

子育てを応援してほしい人と応援したい人が会員 

登録/保育所等への送迎や預りなどの援助 

保育所を拠点として，家庭で子どもを保育している 

保護者の子育てを支援 

家庭生活・職業生活とその他の活動が両立できる 

まちづくりへの取組み 

小学校の図書室や空き教室などを利用し，地域住民

のボランティアによる支援のもと，放課後の居場所 

づくりを実施 

保育所を拠点として，家庭で子どもを保育している 

保護者の子育てを支援 

妊娠・出産のための情報提供や妊娠・出産・子育てに

関する一貫した記録等，母子が自らの健康管理に活 

用するための母子健康手帳の交付 

妊婦の口腔衛生及び生まれてくる子どもの歯と口腔

の健康づくりのため，医療機関に託し，歯科健康診

査及び健康指導の実施 



 ２０１８年度（平成３０年度）目標値設定事業の実績値の報告

指標
計画

現状値
実績値 目標値コード　／　事業

2014年度 2018年度 2019年度

96.8% 98.5% 95.0%以上

2012年度 2017年度 2019年度

2.7% 0.0% 0.0%

2012年度 2017年度 2019年度

1.7% 0.4% 0.0%

2012年度 2017年度 2019年度

4.7% 1.2% 0.0%

2012年度 2017年度 2019年度

14.7% 2.4% 0.0%

2007年度 2018年度 継続

全校実施 全校実施 全校実施

2012年度 2017年度 2019年度

7.6% 4.6% 0.0%

2012年度 2017年度 2019年度

10.1% 7.1% 0.0%

2012年度 2017年度 2019年度

13.0% 13.4% 0.0%

2012年度 2017年度 2019年度

25.0% 15.7% 0.0%

2013年度 2018年度 2019年度

30.0% 11.5% 60.0%

基本方針３　子どもの健やかな成長のための教育環境の整備

2013年度 2018年度 2019年度

57回 60回 100回

2013年度 2018年度 2019年度

小学校 小学校 小学校

2科目／3科目 なし 3科目／3科目

2013年度 2018年度 2019年度

中学校 中学校 中学校

2科目／4科目 なし 4科目／4科目

基本方針４　子ども等の安全・安心の確保

2013年度 2018年度 2019年度

50.0% 100.0% 100.0%

2013年度 2018年度 2019年度

12団体 13団体 20団体

2013年度 2018年度 2019年度

15台 16台 23台

最近1か月以内の喫煙率
（高校2年生）

 最近1か月以内の飲酒率
（中学2年生）

４－１－５
保育所の危機管理体制の確立

２－２－９
予防接種

MR（麻しん風しん）予防接種率

最近1か月以内の喫煙率
（中学2年生）

 最近1か月以内の飲酒率
（高校2年生）

２－２－１０
思春期の保健対策

４－１－１６
地域青色防犯パトロール実施団体支援事業

実施団体数

実施台数

基本方針５　援助を必要とする子育て家庭への支援については目標値設定事業なし

２－２－１１
学校の無煙化の推進

小中学校の無煙化の推進

２－３－１
食育推進事業

朝食を欠食する習慣のある児童
（5歳児）

朝食を欠食する習慣のある児童
（小学6年生）

朝食を欠食する習慣のある児童
（中学2年生）

朝食を欠食する習慣のある児童
（高校2年生）

栄養士による食育指導を実施す
る保育所の割合

３－１－１
子育てに関する講座

「『親の力』をまなびあう学習プロ
グラム」実施回数

３－２－２
確かな学力の向上

「基礎・基本」定着状況調査
（タイプI）
県平均値以上の教科数

不審者避難訓練を年6回以上
実施した保育所の割合

子どもに望ましい食生活を身につける啓発 

小中学生の喫煙・飲酒防止教育の実施/性や性感染

症に関する正しい知識の普及・啓発 

喫煙防止教育の実施/敷地内全面禁煙の定着 

公民館，交流館やコミュニティセンター・館で実施/親

同士の交流や育児情報の交換など，地域・家庭教育

の向上を目的とした講座の実施 

子どもの疾病予防のため，予防接種の勧奨及び 

情報提供 

子ども一人ひとりに応じた指導を充実し，基礎的・ 

基本的な知識・技能の習得と，それらを活用した 

思考力，判断力，表現力の向上を図る取組み 

保育所の危機管理体制を確立及び子どもの 

安全確保 

子どもの見守り等，高齢者等による地域における自

主防犯パトロールの充実にむけ，地域青色防犯パト

ロール実施団体に対し，パトロール車両に装備する

青色回転灯，放送設備等の貸与 
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【基本方針１】子育て家庭に対する支援の充実

①

②

③

④

⑤

短期入所生活援助事業
（ショートステイ・トワイライ
トステイ）

　保護者の疾病や疲労，仕事等
により，家庭において児童を養
育することが一時的に困難と
なった場合に，児童養護施設や
乳児院において児童の養育等を
行います。

●実施か所
　　ショートステイ　2か所
　　　福山乳児院（2歳未満）
　　　こぶしヶ丘学園（2歳以上）
　　トワイライトステイ　1か所
　　　こぶしヶ丘学園（2歳以上）

●利用状況
　　ショートステイ
　　　福山乳児院　  　 　4人　12日
　　　こぶしヶ丘学園  　19人  90日
　　トワイライトステイ
　　　こぶしヶ丘学園  　0人 　0日

●実績値
　　実施か所数 　2か所
　　利用量　　　102人日／年

放課後児童クラブ事業
（放課後児童健全育成事業）

　保護者の就労支援と児童の健
全育成のため，授業終了後に，
小学校の余裕教室やプレハブ教
室等を利用して適切な遊びや生
活の場を提供します。

●対象は市内の小学校に在学する1～3年生（特別支援学級在籍などの児童は6年生まで）
であって，保護者が就労などにより昼間家庭にいない児童（※一部クラブにおいては，6
年生までの受入れを実施）

●開設時間
　　学期中
　　　月～金曜日　　　    下校時～18:00
　　　土曜日　　　　　　　  8:30～17:00
　　長期休業中
　　　月～金曜日　　　  　　8:30～18:00
　　　土曜日　　　　　　　　8:30～17:00

●実績値
　【低学年】利用量　　4,825人
　【高学年】利用量　　　268人

地域子育て支援拠点事業

　ふくやま子育て応援センター
を拠点として，家庭で子どもを
保育している保護者の子育てを
支援します。

●「キッズコム」や地域の拠点保育所が連携し，家庭で子どもを保育している保護者とそ
の子どもを対象に，遊び場の提供，相談・援助，子育て情報の提供，子育て講座を実施し
た。また，家庭訪問を行い，気軽に相談できる体制を図った。

●地域子育て支援拠点実施か所（33か所）
　  一般型
　　  6～7日型 公立（キッズコム）　1か所
　　　　　　　 私立（いくたす）　　1か所
　　　5日型    公立　 　　　　     6か所
　　　　　　 　私立　　　　　      4か所
  　　3～4日型 私立　             21か所

●実績値
　　実施か所数　　　　33か所
　　利用量　　　 230,881人日／年

ファミリー･サポート･センター
事業
（子育て援助活動支援事業）

　子育てを応援してほしい人と
子育てを応援したい人が会員と
なって子育てを地域で支える活
動を実施しています。

●援助の希望に可能な限り応じ，相互援助活動がスムーズにいくように努めた。

●活動
　　延べ件数　 　1,489件
　　前年度 　　　1,641件
　　主な活動は，学童の迎え，習い事等援助，帰宅後の預かり

●2019年3月末会員数
　　依頼会員　648人　（616人）
　　協力会員　169人　（161人）
　　両方会員　 71人　 （73人）
　　（　　）内は，2018年3月末

●援助依頼に対応する協力・両方会員の新規会員が少ないため，今後も周知活動を行い，
協力・両方会員の増員に努める。

●実績値
　【低学年】利用量（636人/年）
　【高学年】利用量（81人/年）

事業名 事業概要
２０１８年度実績

（課題等）

基本施策（１）地域における子育て支援サービスの充実

ふくやま子育て応援センター
「キッズコム」

　子育て親子の交流の場の提
供，相談・援助の実施，子育て
関連情報の提供，子育てに関す
る講習等の実施やファミリー・
サポート・センター事業，こと
ばの相談室等，地域の子育てに
関する支援を行います。

●相談件数　  2,670件（3,172件）※
　情報提供数　13,742件（14,451件）※
 　　 （　　）内は，2018年3月末
　　　※地域子育て支援拠点事業に関する件数

●子育ての相談に応じたり,保護者同士の交流の場や子育て講座を充実させ，育児不安の
軽減を図った。
●ネウボラ相談窓口「あのね」では，母子健康手帳交付，育児相談が増加している。今後
も妊娠期からの交流の場等を充実させ，妊娠・出産・子育てについて気軽に相談できる場
となるよう支援する。また多様化する市民ニーズに応えられるよう関係機関と連携を図り
ながら取り組む。

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 



事業名 事業概要
２０１８年度実績

（課題等）

⑥

⑦

①

●実施か所
　　保育所（私立）　　　 4か所
　　認定こども園（私立） 1か所
　　地域型保育事業所     1か所

保育サービスの充実
（延長保育３時間以上延長）

　保護者の就労形態の多様化等
に伴い保育所の開所時間を超え
て保育を行います。

●実施か所
　　3時間延長
　　　保育所（私立） 　　　1か所
　　4時間延長
　　　認定こども園（私立） 1か所
　　5時間延長
　　　保育所（私立）　　 　1か所

保育サービスの充実
（休日保育）

　保護者の就労形態の多様化に
対応するため，日曜・祝日の保
育を行います。

●実施か所（自主事業を含む）
　　保育所（公立）　　　 1か所
　　保育所（私立）　　　 3か所
　　認定こども園（私立） 2か所

保育サービスの充実
（夜間保育）

　夜間，保護者の就労等による
保育ニーズへの対応を図りま
す。

●私立保育所2か所で実施
　（開所時間）
　　午前8時～翌日午前0時
　　午前8時30分～翌日午前2時

保育サービスの充実
（病児・病後児保育）

　病気の状態（回復期を含む）
にある児童で，集団保育等が困
難な場合に医療機関に付設され
た専用スペースで一時的に預か
ります。

●医療機関　4か所
　　橘高クリニック
　　いぶき小児科
  　福山市民病院
  　おひさまこどもクリニック

保育サービスの充実
（一時預かり）

　保育所に入所していない就学
前児童を，保護者の傷病・入
院，災害・事故，育児等に伴う
心理的・肉体的負担の解消を図
るため，緊急・一時的に預かり
ます。

●保育所未入所児童の保護者の子育てを支援した。
　　実施か所　119か所（自主事業を含む）
　　　保育所（公立）　     51か所
　　　保育所（私立）　　　 30か所
      認定こども園（公立）　1か所
　　　認定こども園（私立） 27か所
　　　地域型保育事業所      9か所
　　　いくたす　　　　　　　1か所

基本施策（２）保育所その他の施設での保育サービスの充実

保育サービスの充実
（保育所入所児童数）

　保育を必要とする児童の全員
入所，児童一人ひとりの人権を
大切にする心を育てる保育の充
実，保護者の就労形態や生活実
態の変化に対応できる多様な保
育サービスの充実を推進しま
す。

●入所児童数　13,406人（2019年3月1日時点）

●途中入所による弾力的な入所児童の受入れ

●入所定員の拡大

保育サービスの充実
（延長保育１時間延長）

　保護者の就労形態の多様化等
に伴い保育所の開所時間を超え
て保育を行います。

●実施か所（自主事業を含む）
　　保育所（公立）　　　51か所
　　保育所（私立）　　　29か所
    認定こども園（公立） 1か所
　　認定こども園（私立）29か所
　　地域型保育事業所    10か所

保育サービスの充実
（延長保育２時間延長）

　保護者の就労形態の多様化等
に伴い保育所の開所時間を超え
て保育を行います。

子どもの居場所づくり事業
（放課後子ども教室の推進）

　放課後等に小学校の余裕教室
や公民館等を利用して，地域住
民ボランティアである教育活動
サポーターの支援のもと，安
全・安心な居場所づくりを実施
します。

●「放課後子ども教室推進事業」
放課後などに小学校の図書室や空き教室などを利用し，地域住民ボランティアである教育
活動サポーターの指導のもと交流事業などを実施し，安全・安心な居場所づくりを実施
　　実施か所数　41か所

●実施学校区の拡大，指導者や教育活動サポーター等の人材確保が課題

子育て世代包括支援センター事
業
（基本型・母子保健型併設）
[利用者支援事業]

　妊娠期から子育て期にわた
り，相談や助言を行うととも
に，母子保健事業，子育て支援
事業等が利用できるように支援
する。必要に応じて，関係機関
とともに継続的な支援も行う。

●子育て世代包括支援センター（ネウボラ相談窓口「あのね」）を12か所設置し，妊娠・
出産・子育てに関する切れ目のない支援を行うための体制を整備した。

●福山ネウボラ相談窓口「愛称：あのね」実施か所　12か所
　　ふくやま子育て応援センター
　　保育所・認定こども園6か所
　　保健事業実施課5か所

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 



事業名 事業概要
２０１８年度実績

（課題等）

②

③

④

①

② 子育て情報誌の発行

　放課後子ども教室推進事業の
活動を始め，子どもを対象とし
た体験活動や講座等のイベント
情報等を掲載した情報誌「げん
き情報局」の発行を行います。
　また，「あんしん子育て応援
ガイド」を発行するなど，様々
な子育て支援事業についてタイ
ムリーな情報提供を行います。

●「あんしん子育て応援ガイド」（毎年度発行）／「放課後子ども教室推進事業」や「親
の力をまなびあう学習プログラム」などを掲載

●「げんき情報局」（隔月発行）放課後子ども教室推進事業の活動や子どもを対象とした
体験活動や講座等の情報，食育や図書の紹介などの情報，保護者を対象とした子育てに関
する情報等を掲載
発行部数　年間　313,200部

障がい児保育 ※後掲　5－（3）－⑧

基本施策（３）子育て支援のネットワークづくり

子育て支援ネットワーク
活動の推進

　子育て家庭が安心して子育て
できる地域づくりを推進するた
め，子育て支援ネットワーク委
員会において，様々な子育て支
援事業について情報を集約し，
情報の一元化を行い，あわせて
「次世代育成支援対策推進行動
計画」の進捗管理も行います。

●2005年度に設置した「子育て支援ネットワーク委員会」を開催し，次世代育成支援対策
推進行動計画の実施状況の把握，課題の抽出，今後のあり方などを検討した。

●「あんしん子育て応援ガイド」を作成し，出生届をした人などに配付した。
　発行部数：33,000部

保育所･幼稚園の連携，就学
前教育･保育と小学校の連携

　保育所と幼稚園のそれぞれの
特性を活かした多様な保育や教
育の提供及び幼児期の教育と小
学校以降の教育との円滑な移行
を図るため，保育所と幼稚園，
小学校間の連携を図ります。

●行事や総合的な学習の時間を通して，子ども同士の交流及び教育・保育内容の交流を
行った。

●個に応じた指導・支援をつなぐため，教育支援計画を作成したり，入学前などに必要な
連携を図った。

●アプローチカリキュラム・スタートカリキュラムの作成に取り組んでいる。

●小学校区内で連携協議会を立ち上げ計画的・組織的に運営する必要がある。

幼稚園での子育て支援事業

　子育て不安の解消を図るた
め，関係機関との連携を図りな
がら，育児相談や子育てサーク
ル等の支援，情報提供等を行い
ます。

●公立幼稚園（11園）において，未就園児の会を計画し，幼児同士のふれあいや家庭につ
ながる遊びの提示，子育て相談を実施した。

●特別な支援を必要とする子どもに対する保護者の取組など，関係機関と連携して実施し
た。

保育サービスの充実
（保育所児童保育環境の改善）

　老朽化が進行する保育所の大
型遊具の更新，空調設備の整備
及び施設修繕を進めるなど，保
育環境を改善し児童福祉の向上
を図ります。

●総合遊具設置　1か所
　　藤江
●保育所便所改修工事　1か所
　　駅家
●保育所乳児処置室段差解消工事　1か所
　　神村
●電話・インターホン設備改修工事　2か所
　　西多治米，野上
●ホワイトボード設置工事　　18か所
●調理室改修工事（ガスレンジ，床）1か所
　　三吉
●門扉改修工事　1か所
　　あけぼの
●公共下水道接続工事　1か所
　　網引
●昇降機設備改修工事　2か所
　　西，戸手
●外壁改修工事　1か所
　　網引
●総合遊具移設工事　2か所
　　津之郷　三吉
●コンクリートブロック塀改修工事　18か所
●冷暖房整備　10か所
　　多治米，松永西，藤江，旭，神村，東村，神村北，加茂，山手，網引
●崩土撤去工事　1か所
　　東神村

保育サービスの充実
（幼稚園での預かり保育）

　公立幼稚園において，日常の
保育終了後の14時から17時の
間，預かり保育を実施します。

●全ての公立幼稚園（11園）において，預かり保育を実施した。

①



事業名 事業概要
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基本施策（５）仕事と子育ての両立の推進

女性雇用対策事業等

　国，県，関係団体と連携し，
勤労者及び事業主に対し，男女
の雇用機会の均等やワーク・ラ
イフ・バランスの実現等に向け
た支援について，広報や啓発，
研修，情報提供等を行います。

●出前講座
　　29回開催，参加者719人

●女性の働く環境改善補助金
　　実績　6件/2,026千円

子ども健全育成支援事業

　家庭・教育支援員による個別
支援や「子どもの居場所」事業
により，生活困窮状態にある子
どもたちの健全育成を図りま
す。

●生活困窮世帯（生活保護世帯を含む）の子どもたちの様々な複合的課題解決に向け，家
庭・教育支援員3名を配置し，児童生徒登校支援・高等学校進学支援・高校中退防止支援
のため個別支援を実施した。

●「子どもの居場所」事業を福山市社会福祉協議会に委託し，会場や運営スタッフの確保
など効率的かつ効果的な取組が可能となった。参加した子どもたちに対し，学習補助や生
活・進路相談を行う中で，自尊感情の回復や社会性の育成に取り組んだ。
　｢子どもの居場所｣
　 　開設回数　　89回

●支援対象者は，精神面や経済面で不安定な状況におかれることにより，学習や進学の意
欲低下など充分な教育が受けられないことが懸念されていることから，今後も個別支援充
実に向けて検討していく必要がある。

社会環境浄化活動の推進

　社会環境浄化調査や啓発を行
います。行政，関係機関，関係
団体等が連携を強化する中で，
家庭，学校，地域が一体となっ
て，青少年の健全育成に取り組
みます。

●各学区青少年育成員協議会によるコンビニエンスストアの実態調査を実施した。
　　調査件数：165件　有害図書類取扱店：152件
　
●白ポストの回収　7件

自然研修センター事業
（ふくやまふれ愛ランド）

　自然環境の中で宿泊研修，野
外活動，体験農業，遊びの指導
などを通じて，青少年の健全育
成を図ります。

●宿泊研修，野外活動，体験農業，遊びの指導などの体験活動を提供
　　宿泊利用者　23,112人
　　1日利用者 　24,954人
　　開所日数　  　 338日

地域ポイント制度
（まちづくりパスポート事業）

　市内に在住，通学する小・
中・高校生・大学生等及びその
家族を対象に，地域や市政に対
する理解や関心を高め，将来の
まちづくりの主役として活躍で
きるよう，地域活動やボラン
ティア活動等への参加・参画を
促進する機会を提供・支援し，
次世代の担い手の育成に取り組
みます。

●行政等が実施する事業のうち，重点政策に沿った講座などでの学習・体験やイベントな
どにボランティアとして参加した場合に，参加時間数に応じたポイントを付与し，ポイン
トに応じて特典を設けた。（特典例：公共施設利用券，ばらの苗，図書カード，映画無料
鑑賞など）
　　まちづくりパスポート事業参加者数　44,979人

子どもの居場所づくり事業（放
課後子ども教室の推進）

※再掲　1－（1）－⑥

ふれ愛ひろば

　就学前児童と保護者を対象
に，福山市自然研修センター
（ふくやまふれ愛ランド）で，
コミュニティの場の提供や絵本
の読み聞かせ，保育士による親
子でのふれあい遊びなどの子育
て支援事業を行います。

●遊具を使った自由遊び，夏には水遊び，月1回保育士による「ふれ愛あそび」，ボラン
ティアによる「絵本の読み聞かせ」など，利用者ニーズに応じた子育て支援事業を実施し
た。
　　実施回数　　 206回
　　参加者数　 3,467人

地域全体で子育てを見守り，支
え合う活動の推進

　子育て家庭の支援のため，子
育て支援事業等の情報提供を行
うなど，民生委員・児童委員と
の連携により，地域全体で子育
てを見守り，支え合うネット
ワークづくりを推進します。

●民生委員・児童委員が，子育てに関する情報提供・相談を受けるなどの支援や，子育て
サークルや子ども会などの児童健全育成に関する活動に関わっている。

●児童虐待に関して，市や広島県東部こども家庭センターへ相談や通告など連携を図っ
た。

基本施策（４）子どもの健全育成

放課後児童クラブ（放課後児童
健全育成事業）

※再掲　1－（1）－⑤

子育て応援ささえあい事業

　キラキラサポーター（子育て
支援ボランティア）を中心とし
たグループが，地域の公民館や
集会所等を利用して，子育て中
の保護者と子どもが気軽に出向
くことができる「子育て支援の
場」を開設し，その活動に必要
な支援を行います。

●2018年度認定活動　3団体
　　キラキラきらり
　　　活動場所　大門公民館ほか
　　　活動内容　親子交流
　　　実施状況　月2回
　　キラキラ子育てサロン万能倉
　　　活動場所　万下会館ほか
　　　活動内容　親子交流
　　　実施状況　月2回
　　キラキラのほほんくらぶ
　　　活動場所　沼隈支所ほか
　　　活動内容　親子交流
　　　実施状況　月2回
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幼児等インフルエンザ予防接種
費補助事業

※後掲　2－（2）－⑫

自立支援医療（育成医療）費 ※後掲　5－（3）－①

小児慢性特定疾病対策事業

　小児慢性特定疾病の，医療費
の自己負担分の一部を助成しま
す。

●対象疾患
　悪性新生物，慢性腎疾患，慢性呼吸器疾患，慢性心疾患，内分泌疾患，膠原病，糖尿
病，先天性代謝異常，血液疾患・免疫疾患，神経・筋疾患，慢性消化器疾患，染色体又は
遺伝子に変化を伴う症候群，皮膚疾患，骨系統疾患，脈管系疾患

●対象者
　18歳未満の児童（ただし，満18歳の時点で継続治療の必要な人は20歳未満まで）

●助成内容
　小児慢性特定疾病医療に係る保険医療費の自己負担分の一部を助成
　なお，医療機関に支払う患者の月額負担限度額は，所得状況により決定
　　助成件数　8,866件

未熟児養育医療

　出生体重が2,000ｇ以下又は未
熟なまま生まれた乳児の状態を
改善するため，医療費の自己負
担分の一部を助成します。

●出生体重が2,000ｇ以下又は未熟なまま生まれた乳児の状態を改善するため，保険医療
費の自己負担分の一部を世帯の所得税額等に応じて助成した。
　　助成件数　361件

母子父子寡婦福祉資金貸付金 ※後掲　5－（2）－③

保育所保育料の多子軽減

　兄弟姉妹が同時に保育所等へ
入所している児童の保育料につ
いて，保護者負担の軽減を図り
ます。

●同時に，同一世帯から保育所，幼稚園，障がい児通園施設などに入所し，又は児童発達
支援若しくは医療型児童発達支援を利用している就学前児童のいる家庭の2人目の児童の
保育料を半額，3人目以降の児童の保育料を無料にしている。
　市民税の所得割額が一定以下の世帯については，保護者と同一生計の2人目の児童の保
育料を半額，3人目以降の保育料を無料としている。

児童手当

　中学校修了前までの児童を養
育している保護者に対し，手当
を支給します。

●支給額（児童1人につき）
   【所得制限限度額未満の場合】
　　0歳～3歳未満：月15,000円
　　3歳～小学校修了前
　　　第1子・第2子  月10,000円
　　　第3子以降　　 月15,000円
　　中学生　　　　  月10,000円
　　（所得制限あり）

　 【所得制限限度額以上の場合】
　　児童1人につき，月5,000円支給

●受給者数　34,821人

児童扶養手当 ※後掲　5－（2）－②

基本施策（６）経済的な支援の推進

乳幼児等医療費助成

　乳幼児等が病院へ通院又は入
院した際の，保険診療による医
療費に係る自己負担分の一部を
助成します。

●入院の場合は，0歳児から小学校6年生まで，通院の場合は，0歳児から就学前まで
（所得制限あり）

●一部負担金は，1医療機関につき1日500円（入院は月14日まで，通院は月4日まで）
　　受給者数　24,285人

ひとり親家庭等医療費助成 ※後掲　5－（2）－①

ひとり親家庭等就業・自立支援
センター事業

※後掲　5－（2）－⑤

母子・父子自立支援プログラム
策定事業

※後掲　5－（2）－⑥

子どもの居場所づくり事業（放
課後子ども教室の推進）

※再掲　1－（1）－⑥

ひとり親家庭自立支援給付金事
業

※後掲　5－（2）－④

学習・啓発事業

　「福山市男女共同参画推進条
例」及び「福山市男女共同参画
基本計画」の推進により，家庭
生活，職業生活とその他の活動
が両立できるまちづくりに取り
組みます。

●多様な働き方を可能にする法制度の周知・啓発や，女性の再チャレンジ支援，男女がと
もに子育てに関われるよう，意識変革を促進するための講座等を開催した。
　　就職・再就職準備セミナー等　　   38回　　607人
　　男性の家事･育児等に関する講座等   6回　  150人
　　ふくやまワーク・ライフ・バランス認定事業者　150事業者
　　男女共同参画推進表彰　　　　　　　　　　　　 1事業者

放課後児童クラブ（放課後児童
健全育成事業）

※再掲　1－（1）－⑤

両立支援セミナー

　出産・育児等で離職し，再就
職を希望する女性等を支援する
ため，仕事と家庭の両立支援企
業を集めたセミナーや説明会を
開催します。

●福山地方雇用対策協議会，福山人権啓発企業連絡会と福山公共職業安定所との共催で両
立支援セミナーを開催した。
　　参加者　76人
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⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

㉑

①

②

③

④

⑤

妊婦歯科健康診査

　妊婦の口腔衛生及び生まれて
くる子どもの歯と口腔の健康づ
くりのため，医療機関に委託
し，歯科健康診査及び保健指導
を実施します。
　受診の必要性と事業の周知啓
発を行います。

●2013年9月から，歯科医療機関に委託し，歯科健康診査及び保健指導を実施した（妊娠
中に1回）。
　　受診件数　1,536件

不育症治療費助成事業

不育症検査及び治療に要した費
用の一部を助成します。

●医療機関において行われた，不育症の検査及び治療に要した費用に対して30万円まで助
成した。
　
●2018年4月から実施している。

●助成件数　　　28件

母子健康手帳の交付

　妊娠・出産のための情報提供
や妊娠・出産・子育てに関する
一貫した記録等，母子が自らの
健康管理に活用するための母子
健康手帳を交付します。
　安心・安全な妊娠・出産のた
め，早期の妊娠届出の必要性の
啓発を行います。

●ネウボラ相談窓口「あのね」（ＲｉＭ，すこやかセンター，松永，北部，東部，神辺支
所）及び沼隈支所保健福祉担当で妊娠届を提出した人に交付した（外国語併記も含む）。

●9か国語対応（ポルトガル語・タガログ語・中国語・英語・ハングル・タイ語・インド
ネシア語・スペイン語・ベトナム語）
　　母子健康手帳交付数　4,021冊
　　（再交付含む）
　

妊婦健康診査

　妊婦が安全に出産するため，
医療機関に委託し，診察，検
査，保健指導等を実施します。
　定期受診の必要性の啓発を行
います。

●妊婦一般健康診査及び検査受診票を2007年度は1回の妊娠につき2枚交付し，2008年度は
5枚交付した。2009年度からは，受診票を補助券方式に変更し実施しており，内訳は，1回
の妊娠につき，妊婦一般健康診査補助券14枚，妊婦一般健康診査検査券1枚，子宮頸がん
検診受診券1枚を交付した。2011年度からは，上記に加えて検査券にHTLV-1検査を追加，
クラミジア検査受診券1枚を交付した。

●実績値
　　延受診件数　49,037件

軽度・中等度難聴児補聴器購入
費助成事業

※後掲　5－（3）－⑱

【基本方針２】安心できる母子保健の推進

基本施策（１）妊娠・出産期の支援

子育て支援ボランティア事業

　家庭訪問等により保護者の話
し相手や育児支援ができる子育
て支援ボランティアを養成しま
す。

●全小学校区に1人以上のキラキラサポーター（子育て支援ボランティア）を登録（養
成）することを目標に，2003年度から養成を実施した。

●2018年度の養成により新規登録者数11人，全登録者数202人となり，78小学区中，73小
学校区が登録済

●2018年度はフォローアップ研修会を3回開催し，参加者数は延べ207人

ひとり親家庭自立支援給付金事
業

※後掲　5－（2）－④

障がい児通園施設利用者負担軽
減事業

※後掲　5－（3）－⑭

特別支援教育就学奨励事業 ※後掲　5－（3）－⑤

特別支援学級保護者付添交通費
補助事業

※後掲　5－（3）－⑥

幼稚園就園奨励費

　私立幼稚園に通園する幼児の
世帯の経済的負担を軽減するた
め，保育料の減免又は入園料・
保育料の一部を補助します。

●認定者　2,485人

就学援助費

　経済的な理由で就学に必要な
費用の支払が困難な人に，費用
の一部を援助します。

●学校給食費，学用品費，修学旅行費，入学準備費(入学後）などを支給
　　認定者　5,523人
●（新規）入学準備費を入学前に支給
　　認定者　  911人

障がい児福祉手当 ※後掲　5－（3）－④

不妊治療費助成事業 ※後掲　2－（1）－⑧

重度心身障がい者医療費 ※後掲　5－（3）－②

特別児童扶養手当 ※後掲　5－（3）－③

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 

2018年度新規事業 



事業名 事業概要
２０１８年度実績

（課題等）

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

新生児聴覚検査事業

生後まもなく行う，赤ちゃんの
耳の聞こえのスクリーニング検
査である新生児聴覚検査の「初
回検査」に係る費用の一部を助
成します。

●2018年10月生まれから，新生児聴覚検査受診票を1枚交付し，費用の一部を助成した。
　
●助成件数　1,705件
　

不妊治療費助成事業

　不妊治療に係る費用の一部を
助成します。

●指定医療機関で，体外受精又は顕微授精の特定不妊治療に要した費用に対して助成し
た。採卵を伴う治療は1回当たり15万円（初回助成は30万円），採卵を伴わない治療等は1
回当たり7万5千円，男性不妊治療は1回当たり15万円を限度として助成（所得制限あり）
した。

●タイミング療法，人工授精，薬物療法等の一般不妊治療に要した費用に対して助成し
た。妻の年齢が35歳未満の場合は，自己負担額の2分の1の額で，1組当たり1年に5万円
（35歳以上の場合は，2万5千円）まで助成（所得制限なし）した。
　　特定不妊治療費助成　553件
　　一般不妊治療費助成　171件

産後ケア事業

　家族等から十分な支援が得ら
れない出産後2か月までの産婦，
乳児に対し産科医療機関等にお
いて，宿泊または日帰りで母体
の体調管理，育児指導等を行い
ます。

●産科医療機関・助産所で実施している。

●2017年10月から実施している。
　
●実績値　　宿泊型　　　　　　　5　件
　　　　　　デイサービス型　　　1　件

産後ヘルパー派遣事業

　家族等から十分な支援が得ら
れない出産後4か月までの産婦，
乳児に対しヘルパーが家庭を訪
問して，家事や育児の支援を行
います。

●6事業所にて実施している。

●2017年10月から実施している。

●実績値　41件

産前・産後サポート事業

　産前及び産後4か月までの妊産
婦に対し，子育て経験者等が家
庭を訪問して，話し相手とな
り，妊娠・出産・子育てに関す
る情報提供等を行います。

●キラキラサポーター（子育て支援ボランティア）による訪問支援を行う。

●2017年10月から実施している。

●実績値　12件

こんにちは赤ちゃん訪問事業
（乳児家庭全戸訪問事業）

　生後4か月までの乳児のいる全
ての家庭に訪問し，子育てに関
する情報提供をするとともに，
心身の状況や養育環境を把握し
ます。支援が必要な家庭に対し
ては，関係機関と連携を図り，
継続した支援を行います。

●2008年度から実施しており，2018年度は，訪問対象3,771件に対し，訪問実績は3,629
件（96.2%）となった。
［キラキラサポーター:子育て支援ボランティア940件，育児家庭訪問員1,000件，保健師
1,689件］

●訪問時には「子育て安心ファイル」により，乳児健康相談などの日程や予防接種の受け
方，相談窓口の紹介を行うとともに，赤ちゃんの絵本の紹介や「あかちゃんといっしょの
おはなし会」などの情報提供をした。

●実績値
　　訪問件数　3,629件

育児支援家庭訪問事業（養育支
援訪問事業）

※後掲　2－（2）－③

訪問指導／
すこやか育児サポート事業

　妊婦や満1歳までの育児不安の
ある人や家族を対象に，産婦人
科医，小児科医，保健師が連携
し，育児不安の軽減を図りま
す。

●ハイリスクの妊婦及び乳幼児等の訪問を行い，育児不安の軽減に努めるとともに，育児
支援家庭訪問事業と連携して支援した。

●すこやか育児サポート事業
　　紹介件数　298件

風しん抗体検査事業

　妊娠を希望する女性とその同
居者等を対象に風しん抗体検査
を行い，先天性風しん症候群の
発生予防と風しんの感染予防に
取り組みます。

●2019年1月1日から事業を開始。
　検査件数　303件

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 

2018年度新規事業 

2018年度新規事業 

2018年度新規事業 



事業名 事業概要
２０１８年度実績

（課題等）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫
幼児等インフルエンザ
予防接種費補助事業

　幼児等のインフルエンザ予防
接種に係る費用の一部を補助し
ます。

●1歳から小学校6年生の幼児等を対象とし，季節性インフルエンザ予防接種に要する費用
に対して1回800円を限度に補助（同一年度に2回まで）

学校の無煙化の推進

　学校において喫煙防止教育を
実施するとともに，敷地内全面
禁煙を継続します。

●2007年度から，全校で敷地内全面禁煙を実施している。

乳幼児健康診査

　疾病，障がいの早期発見及び
支援，心身の健全な発育・発達
等を促すとともに，親の育児不
安を解消するため，乳幼児の健
康診査を実施します。

●乳幼児の健康診査は，個別健康診査（乳児一般健康診査・4か月児健康診査）と集団健
康診査（1歳6か月児健康診査・3歳児健康診査）で実施した。

●幼児健康診査実施回数
　　1歳6か月児健康診査　　52回
　　3歳児健康診査　　　 　56回

●幼児健康診査受診率
　　1歳6か月児健康診査    95.8%
　　3歳児健康診査 　　　  97.5%

予防接種

　子ども・児童生徒の疾病予防
のため，予防接種の勧奨及び情
報提供を行います。

●広報，乳幼児訪問，乳児健康相談，幼児健康診査などにおいて，予防接種の勧奨を実施
した。

●家庭・保育所（園）・幼稚園・小中学校を通じて，児童・生徒に予防接種の勧奨を実施
した。

●麻しん風しんの2期未接種者に対し，接種率向上に向けて接種勧奨通知980通を送付し
た。

訪問指導／すこやか育児サポー
ト事業

※再掲　2－（1）－⑤

育児支援家庭訪問事業

　養育上の支援が必要な家庭に
対して，保健師等が訪問し，育
児指導，助言等を行うことによ
り，家庭における適切な養育が
できるように支援します。

思春期の保健対策

　小中高校生の喫煙・飲酒防止
教育を市民会議参画団体からの
講師派遣により実施し，正しい
知識の普及・啓発を行います。

●学習指導要領に基づき，喫煙・飲酒防止教育，薬物防止教育を全小中学校で実施した。

●「福山市 健康増進計画2018」の取組として，小中学校での喫煙・飲酒防止教育を実施
した（内訳：小学校8校，中学校9校，その内6校は薬物防止教育も実施）。

●中学校における「生と性」の講演会を3校で実施した。

●小中学生の喫煙・飲酒防止として，地域における補導活動や青少年センターによる補導
活動（常時・合同・特別）を実施した。
　　喫煙補導数　　9件

母子の健康教育

　離乳食講習会，幼児歯科教室
や地域等からの依頼に基づき健
康教育を行います。

●健やかな親子関係の形成を促し，育児に自信をもたせることを基本に，健全な生活リズ
ムを身につけ食べる楽しさを体験していくことができるよう，一人ひとりの子どもの「食
べる力」を育むための支援として，離乳食の必要性や進め方，作り方を指導した。
　　実施回数  139回
　　参加者数　延べ2,693人

乳児健康相談

　乳児の心身の健全な発育・発
達を支援するとともに育児支援
を行います。

●保健師，栄養士，歯科衛生士による健康相談を行い，生活リズムの重要性や育児につい
ての指導を実施した。
　
●「絵本と出会うふれあい事業」を通して，読み聞かせの方法などの体験により，絵本の
読み聞かせの大切さを保護者に啓発するなど，幅広く子育てを支援した。
　　実施回数　89回
　　相談件数　延べ2,312人

乳幼児の事故防止

　不慮の事故による乳幼児の死
亡を防ぐための取組を行いま
す。

●乳児健康相談及び乳幼児健康診査時などで，4歳までの不慮の事故死亡率（人口10万人
対）0％を目指して，各年齢（月齢）に応じた不慮の事故防止について啓発した。

食育推進事業 ※後掲　2－（3）－①

●2005年度から，育児家庭訪問員（保健師，助産師，保育士などの有資格者）が訪問し，
育児支援するとともに，要支援家庭については学区担当保健師と連携した。

●2009年度からは，こんにちは赤ちゃん訪問事業などで，育児支援が特に必要と判断した
家庭を訪問し，育児などに関する指導・助言などを行うことにより，家庭における適切な
養育ができるように支援した。

●実績値
　　訪問指導件数　119件

基本施策（２）乳幼児期・学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実

母子健康手帳の交付 ※再掲　2－（1）－②

「福山市子ども・子育て支援

事業計画」の対象事業 

2018年度新規事業 



事業名 事業概要
２０１８年度実績

（課題等）

①

①

②

①

②

①

②

③ 学校評価の推進

　学校が行う自己評価による学
校改善を一層推進するととも
に，学校・保護者・地域の連携
協力を深め，学校教育の向上を
図ります。

●学校では，教育目標実現に向け，PDCAサイクルを機能させ，全教職員が同じ方向性を
持って実践した。

●学校関係者評価委員の評価結果は，全8項目のうち「十分満足できるもの」の評価が平
均7割を超え，学校が行う自己評価の精度が高まった。

基本施策（２）子どもの生きる力を育成する学校の教育環境の整備

保育所・幼稚園の連携，就学前
教育・保育と小学校の連携

※再掲　1－（2）－②

確かな学力の向上

　子ども一人ひとりに応じた指
導を充実し，基礎的・基本的な
知識・技能の習得と，それらを
活用した思考力，判断力，表現
力の向上を図る取組を進めま
す。

●「学びづくりフロンティア校事業」「教科の専門性パワーアップ事業」を実施した。一
斉研修，校区内研修，公開研究会を通して積極的に授業公開した。

●教職員研修講座の改善・充実を図った。

【基本方針３】子どもの健やかな成長のための教育環境の整備

基本施策（１）次代の親の育成

子育てに関する講座

　親同士の交流や育児情報の交
換等，地域・家庭教育の向上を
目的とした講座を，公民館，交
流館，コミュニティセンター・
館で実施しています。
　また，「『親の力』をまなび
あう学習プログラム」（親プ
ロ）を活用した出前講座を実施
しており，出前講座を拡大する
取組を通して，養成したボラン
ティアに活躍の場を提供しま
す。

●「公民館及び交流館における子育てに関する講座」
　公民館及び交流館において，子育てに関する講座を実施
（「親の力」をまなびあう学習プログラムまたはその他，子育てに関する講座を実施）

●「コミュニティセンター・館における子育てに関する講座（交流促進講座）」

●「『親の力』をまなびあう学習プログラム」を活用した出前講座など
　保育所，幼稚園，小学校，中学校，公民館，コミュニティセンター・館等で「プログラ
ム」を活用した出前講座を実施
　　出前講座の進行役であるファシリテーターの育成やフォローアップ研修を開催

世代間交流事業

　保育所において地域の老人ク
ラブ等と連携し，世代間交流を
通して，地域の子育て機能の充
実を図ります。

●祖父母や地域の高齢者と伝承遊び・伝統行事の伝承などを通じて世代間のふれあいや交
流会を実施した。

●職場体験学習の中学生を受け入れ，保育所児童との交流を図った。
　　実施か所数
　　　公立保育所　52か所

基本施策（４）小児医療の充実

小児医療の充実

　在宅当番医，夜間小児診療
所，小児二次救急輪番制で時間
外の救急医療を実施します。

●休日昼間の一次救急を在宅当番医療機関により実施した。冬期は小児患者の増加に対応
するため，小児科を2医療機関体制としている。

●毎夜間及び土・日・祝日昼間の二次救急を4医療機関の輪番制により実施した。

●毎夜間の小児一次救急を福山市医師会の運営により，福山夜間小児診療所で実施した。

小児救急に関する啓発

　救急医療の体制を維持してい
くため，岡山大学寄付講座と連
携し，適正受診等についての市
民講座を実施します。

●市広報及びホームページなどで，適正受診について啓発を行った。

●こんにちは赤ちゃん訪問事業や幼児健診等の機会に啓発チラシ，小児救急情報を掲載し
たマグネットシートを配付した。

●本市及び岡山大学に設置した寄付講座により，小児救急医療に関する講演会を2回開催
した。
　　参加者数　 1回目 118人
　　　　　　　 2回目 113人

基本施策（３）食育の推進

食育推進事業

　子どもに望ましい食生活を身
につけるため，離乳食講習会，
ヘルシーメニューコンテスト，
食育講演会，学校給食試食会，
公民館等での子ども料理教室の
開催，「食育の日（毎月19
日）」「ふくやま地産地消の日
（毎月29日）」の啓発活動等を
行います。
　偏食防止，朝食摂取の必要性
等，望ましい食生活を身につけ
るための啓発を推進していきま
す。

●食生活改善推進員による料理教室などの開催
　　実施回数　　145回
  　参加者数　3,862人

●市民向けの食育講演会の開催
　　実施回数　　　1回
　　参加者数　　501人

●栄養士による「食育」に関する講話会などを実施し，朝食の必要性など食生活の啓発を
した（自校含む）。
　　公立幼稚園　　38回
　　小学校　　 4,619回
  　中学校　　　　71回
　　その他　　　　 1回

●保育所児童を対象に，保育課の栄養士が作成した教材を使用し，食育指導した。
　　実施か所　7か所



事業名 事業概要
２０１８年度実績

（課題等）

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨ 小中一貫教育推進事業

　福山に愛着と誇りを持ち，変
化の激しい社会をたくましく生
きる子どもを育成するために，
義務教育9年間を一体的に捉えた
小中一貫教育に取り組みます。

●「自ら考え学ぶ授業」づくりの推進として，小中合同研修等に係る報償費・需用費を措
置した。

●小中交流活動の推進に係る学校間移動のためのバス借り上げ費を措置した。

●「大好き！福山～ふるさと学習～」副読本を2018年度は，各学校に上巻・下巻を配付し
た。

●市内公共施設等見学に係る自動車借上費を上限を１万円として補助した。

●鞆の浦学園（義務教育学校）の2019年4月の開校に向けて，開校準備委員会を開催し，
校章や校歌等について協議するとともに，施設整備を行った。

●（仮称）遺芳丘小学校及び（仮称）駅家北小学校の2020年4月の開校に向けて，開校準
備委員会を設置・開催し，校名や校章等について協議するとともに，施設整備を行った。

●（仮称）千年小中一貫教育校（義務教育学校）の整備について，各学区において，地域
説明会や保護者との意見交換を行うとともに，用地取得や校舎等の基本設計を実施した。

●多様な学びの場の提供の一環として，特認校及びイエナプラン教育校の設置に取り組む
こととした。

不登校児童生徒への取組

　児童生徒一人ひとりが安心し
て生活できるよう，学校におけ
る教育相談体制の整備，いじ
め・不登校対策の充実を図りま
す。

●きらりルームの取組，不登校への組織的な対応や校区の小中学校の連携など，教育相談
体制の充実に取り組んだ。

●市内小中学校へのスクールカウンセラーの配置や，福山市教育相談センターでの相談業
務による教育相談活動を実施した。

●適応指導教室「かがやき」やスクールカウンセリングプロジェクト事業により，不登校
児童生徒の学校復帰を目的とした学習指導・支援，体験活動などを実施した。

●今後，不登校及びその傾向にある児童生徒の内面に目を向けるとともに，児童生徒の社
会的自立を図るという視点から，授業改善や体験活動の充実などの魅力ある学校づくり，
早期発見・早期対応，学校・学級復帰への支援の3点を視点に各事業の整理を行い，より
効果的な取組となるようにしていく必要がある。

北京市教育交流推進事業

　本市と北京市教育委員会との
間で教育交流を行い，生徒と教
職員が互いの国のことを知り合
うことで，国際的視野や感覚を
身につけます。

●北京市との教育交流では，首都師範大学附属第二中学校，首都体育学院，中央音楽学院
付属中学をを訪問し，生徒や学生が主体的に学ぶ姿，教職員の関わり方等に刺激を受け，
自分を見つめる機会となった。
　　中学生　20人
　　教職員　 5人

●訪問後，各自の学校において，学年や全校生徒に向けての報告会を実施したことで，学
んだことを還元することができた。また，校区小学校児童への情報発信等を行った。

●教職員は学んだことを授業に取り入れたり，校内研修で報告したりした。

●報告会では，教育交流を通しての学びを確かなものにするために，生徒が企画立案し，
チャレンジしたことや感じたことを報告した。

●まとめとして，報告書を250部作成し，関係機関等に配付した。

英語教育推進事業

　外国語指導助手（ALT）等の活
用により，児童生徒が楽しみな
がら英語を使用したり，外国の
生活や文化等に慣れ親んだりす
る等の学習を通して，英語学習
への意欲とコミュニケーション
能力を養います。

●英語指導助手（ALT）の小学校，中学校，幼稚園への派遣，英語教育の指導力向上のた
めの研修を実施した。
　　英語指導助手（ALT）の人数，派遣回数
　　　人数　21人
　　（うち福山中学校1人常駐）
　　　幼稚園へ派遣　   66回
　　　小学校へ派遣　2,734回
　　　中学校へ派遣  1,160回

豊かな心の育成

　各教科，道徳，特別活動や体
験活動等，学校教育活動全体を
通して，児童生徒に豊かな心を
育むとともに，生涯にわたりた
くましく生きていくための健
康・体力づくりを推進します。

●カリキュラム・マップに各学校で育成する力（21世紀型“スキル＆倫理観”）を示し，
行事や各教科等との関連を明らかにして，ボランティア活動や乳幼児との交流体験などの
社会体験活動，自然体験活動を計画的に実施し，道徳科の学びと普段の生活をつなげ，子
どもの心に響く道徳教育を実践した。

キャリア教育推進事業

　生徒にしっかりとした勤労観
や職業観を身につけさせるた
め，キャリア教育の推進を図り
ます。
　また，職場体験で学習したこ
とを日常生活に結びつける取組
を推進します。

●中学校2年生を対象とした「チャレンジ・ウィークふくやま」（地域で進める職場体験
学習）を夏休み中，全市一斉に実施した。
　　実施期間　  　8月20日～23日午前中　※台風のため
　　体験人数　  　3,825人
　　受入事業所数　1,358か所



事業名 事業概要
２０１８年度実績

（課題等）

⑩

⑪

⑫

⑬

①

②

③

①

②

③

④

交通安全教育推進モデル地域の
支援（チャイルドシート着用の
啓発）

　交通安全教育推進モデル地域
を指定し，地域ぐるみでの交通
安全教育を支援します。

●住民参加のもと，地域における行事などにおいて，シートベルト及びチャイルドシート
の正しい着用の啓発等地域交通安全を推進する地域をモデル地域に指定し，年額10万円を
助成した（2年間助成）。
　　3地域　2年目
　　（旭，柳津，福相学区）

自転車利用者対策事業

　安心して安全に暮らせる都市
づくりに向け，関係機関・団体
との連携により，自転車所有
者，利用者への指導・啓発活動
を推進します。

●自転車利用者の多い場所や盗難の多い場所を選択し，主要交差点等で自転車利用者に対
する街頭指導・啓発活動を実施した。
　　実施場所数　延べ20か所

●中・高等学校に出向き，防犯・交通安全教室を実施した。
　　実施校数　22校

【基本方針４】子ども等の安全・安心の確保

基本施策（１）子どもを交通事故・犯罪等の被害から守るための活動の推進

歩道整備事業

　子どもや高齢者，障がいのあ
る人等の利用に配慮した，人に
優しい，安全な歩道の整備を計
画的に行います。

●2018年度は5路線を整備した。

●交通安全施設整備事業
　　三吉入船幹線

●自転車通行空間整備事業
　　御幸地吹幹線
　　福山駅旭町線
　　東福山駅伊勢丘幹線
　　手城沖野上幹線

交通安全教室

　小学校の入学児童や保育所・
幼稚園の入所（園）児童を対象
に，交通安全教室等を開催し，
交通安全意識の普及啓発を行い
ます。

●交通安全教育専門員等の派遣による交通安全教室，交通安全ファミリーランドを開催し
た。
　　交通安全教室
　　  開催回数　367回
　　  参加者数　52,523人

世代間交流事業 ※再掲　3－（1）－②

地域住民，民間団体の
子育て力の育成と協働

　地域子育て支援センターや子
育てボランティアの養成等を通
じた，地域住民の子育て力の育
成や民間団体と市や関係機関等
が実施する子育て支援事業の情
報交換の推進を図ります。

●子育てボランティア養成講座において，保育所や子育て支援事業の役割について情報を
提供した。

●ふくやま子育て応援センター「キッズコム」におけるファミリー・サポート・センター
事業や各種子育てサークルの実施，子育てボランティアの養成等を通じて，地域住民の子
育て力の育成を行った。

若い世代を対象とした
平和研究事業

　戦争と平和を考えるきっかけ
を作るとともに，戦争の記憶を
未来に紡ぎ，次の世代に継承・
伝承します。

（対象）
　福山市内に在住または通学・
通勤している中学生から22歳ま
での方で定員40名程度

●「基礎講座」「体験学習（フィールドワーク）」「ピースプロジェクト」の3部構成
　1部：「基礎講座」…原爆体験，福山空襲体験，戦時下の生活体験の聞き取りなど
　2部：「体験学習（フィールドワーク）」…戦争遺跡めぐり，中・高校生ピースクラブ
開催「8月5日事業」（広島）への参加など
　3部：「ピースプロジェクト」…オリジナル企画「ピースラリー」の実施，ピースアー
ト制作など

基本施策（３）家庭や地域の教育力の向上

家庭児童相談事業

　家庭における人間関係や子ど
もの養育に関すること等，家庭
の様々な相談に応じ，必要な助
言や指導を行います。

●家庭児童相談員（ひとり親自立支援員と兼務）を5人配置し，相談・指導を行った。

●「子育てに関する不安や負担感」の軽減のため，保護者の自立支援事業など，他の子育
て支援策と連携しながら，助言や指導を行った。
　　相談件数　991件

障がい児の教育 ※後掲　5－（3）－⑪

特別支援教育体制推進事業 ※後掲　5－（3）－⑫

児童生徒の健全育成の
啓発，指導

　福山市学校教育ビジョンⅣに
基づく豊かな心の育成をめざ
し，子どもの健全育成の啓発及
び指導を行います。

●道徳教育では，カリキュラム・マップに道徳科の目標や学年の重点を示し，道徳教育推
進教師を中心に重点化した指導を行うとともに，各教科や様々な活動での体験を通して，
道徳性の育成を図る取組を進めた。

●生徒指導では，生徒指導主事などを中心とした指導体制のもと，指導基準を明示しての
毅然とした指導や関係機関と連携した対応を行うとともに，面談や家庭訪問を定期的に行
う等，児童生徒の心に寄り添った対応を行った。また，基礎基本の定着と学力向上に向け
た授業改善，児童会・生徒会活動，部活動の活性化，学校行事の工夫など児童生徒の意欲
と自主性を促す積極的生徒指導に取り組んだ。

●児童生徒の暴力行為発生件数や不登校児童生徒数は2016年度と比較して減少している。
引き続き，アンケートや面談等を実施する中で，児童生徒の個々の状況を丁寧に把握して
いく。
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⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬ 非行防止活動の推進

　関係機関・団体等と連携して
非行防止活動を推進します。

●青少年育成員協議会や中央青少年育成員協議会等を対象とした会議・研修会

●7月「青少年の非行・被害防止全国強調月間」街頭啓発

●青少年育成市民運動推進大会での講演会

●11月「子供・若者育成支援強調月間」街頭啓発及び講演会

●夏休み等に中央青少年育成員との合同街頭補導

通学路沿い公共施設
安全対策事業

　通学路沿いの公共施設に防犯
カメラシステムを設置し，通学
途中の児童等の防犯を図りま
す。

●防犯カメラシステム（防犯灯・カメラ・緊急ボタンの3点セット）
　2006～2012年度
　　18基設置済み

●既存の防犯カメラシステムの保守・点検を実施した。

●児童・生徒及び地域の安全対策を図った。

地域安全マップ普及推進事業

　地域における犯罪を未然に防
止するため，地域安全マップ作
成を推進します。

●地域における犯罪を未然に防止するため，「危険な場所」と｢安全な場所」を見極める
力をつける「地域安全マップづくり」を実施
 　 派遣   　   1回
　　参加者   　43人

通学時安全確保対策

　小学校新入生に防犯ブザーを
配付します。
　また，関係機関・団体等と連
携して組織的・継続的に通学路
の交通安全対策に取り組みま
す。

●「福山市通学路交通安全プログラム」に基づき，2年に1度，学校が地域の方の協力のも
と抽出した危険箇所を，道路管理者や警察，地域関係者（保護者，自治会，交通安全自治
会，交通指導員，見守りボランティア，土木常設員など）とともに，市内一斉に合同点検
を実施し，安全対策を講じている。
　2018年度は，３回目となる合同点検を実施し，危険箇所の対策内容の検討を行い，2019
年度以降の危険箇所の対策内容を策定した。
　【合同点検の実施状況】
　　　第1回　2014年度
　　　第2回　2016年度
　　　第3回　2018年度
　また，大阪府北部地震によるブロック塀の倒壊事故を受け，市内全学区の通学路沿いの
ブロック塀調査（目視）を実施した。調査結果をもとに，各小学校に登下校安全対策の指
導のほか，関係部署への情報提供を行った。

●小学校新入生に防犯ブザーを配付した。

●配付時に，取扱いについて指導し，児童が危険から自分を守ることのできる危険回避能
力を育成した。
　　防犯ブザー　4,278個

地域における
危機管理体制の確立

　青少年育成員協議会やまちづ
くり推進委員会の構成団体，地
域住民と連携して，登下校時の
見守りやパトロールを実施しま
す。

●各学区の青少年育成員協議会・まちづくり推進委員会の構成団体・地域住民と連携によ
り実施した。
　　登下校時の見守り
　　不審者情報の共有化
　　非行防止・環境浄化を中心とした補導活動
　　地域におけるパトロール
　　こども110番防犯訓練の協力

幼稚園，学校の危機管理
体制の確立

　幼稚園，学校及び地域が一体
となった危機管理体制を確立
し，子どもの安全確保に努めま
す。

●「危機管理マニュアル」による安全性の確保を図った。

●小学校の緊急通報システムを活用した緊急時対応訓練を実施した。

●保護者や地域のボランティアによる登下校時の見守りを始め，教育活動全般を支援する
「スクールサポートボランティア事業」を実施した。

●児童生徒による地域安全マップ作成を推進した。

児童生徒安全確保対策

　不審者の侵入や事故等の緊急
時に，児童・園児の安全を確保
するため，緊急通報システムに
より，危機管理体制を確立しま
す。
　受信希望の保護者，教育関係
団体，地域の各種団体等に対
し，携帯電話等のメール機能を
利用したメール配信により情報
提供を行うことで，児童生徒の
安全確保を図ります。

●教育委員会で把握した不審者情報及び，他課から提供された情報を，保護者，教育関係
団体及び地域の各種団体の受信希望者に対し，携帯電話などに電子メールで配信し，児童
生徒の安全に係る情報の共有を図った。

保育所の危機管理体制の確立

　保育所の危機管理体制を確立
し，子どもの安全確保に努めま
す。
　また，日頃から危機意識をも
ち，常にシミュレーションを行
います。

●「福山市教育・保育カリキュラム」などを活用して，子どもの発達に応じた安全意識の
向上を図った。

●保育所へ不審者情報を提供し，職員が安全保育に努めると共に，保護者にも情報提供を
行い，相互に危機意識を持ち行動できるよう啓発を行った。

保育所，幼稚園，放課後児童ク
ラブの緊急通報システムの活用

　保育所，幼稚園，認定こども
園及び放課後児童クラブにおけ
る不審者の侵入や事故等に備え
て，児童の安全を確保するた
め，緊急通報システムを活用
し，安全対策の体制強化を図り
ます。

●2006年度から，保育所，幼稚園及び放課後児童クラブの緊急通報システムを活用した安
全対策を実施している。
　　配備施設数
　　　保育所・認定こども園（公立）53か所
　　　保育所・認定こども園（私立）56か所
　　　幼稚園　公立11園　私立19園
　　　放課後児童クラブ　公立71か所
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⑭
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⑯

⑰

①

②

③

④

⑤

①

【基本方針５】援助を必要とする子育て家庭への支援

基本施策（１）児童虐待防止施策の充実

児童虐待防止等ネットワーク活
動の推進

　行政と関係機関・団体との間
で構築したネットワークによ
り，情報の共有及び連携を図る
中で，児童虐待の未然防止，早
期発見及び効果的対応を行いま
す。

●福山市児童虐待防止等ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）において，行政と関
係機関，団体が連携して，児童虐待の防止，早期発見，早期対応に取り組んだ。
　　代表者会議（年1回）
　　実務者会議（年3回，1回は雨天により中止）
　　ケース会議（年68回）
　　虐待通告  （470件）

ユニバーサルデザインの推進

　年齢，性別，国籍，障がいの
有無等に関わらず，全ての人が
快適な暮らしができる社会をめ
ざし，総合的かつ効果的にユニ
バーサルデザインを推進する。

●イベントなどでの啓発パネルやユニバーサルデザイン製品の展示，各種研修会での啓
発，資料を活用しての学習など，様々な機会を通してユニバーサルデザインの考え方の普
及に努めた。

●ユニバーサルデザインの視点に立ち，ハード面，ソフト面ともにユニバーサルデザイン
の考え方を取り入れた施策を推進し，市民の利便性の向上や安全確保を行っている。

市営住宅入居専用枠の設定

　子育て，母子，障がい者世帯
等，住宅に困窮している世帯に
対して的確な供給を図ります。

●市営住宅の募集時に，専用部屋の提供及び抽選倍率の優遇措置を行っている。

生活安全モデル地域の支援

　生活安全モデル地域を指定
し，犯罪のない安心して子育て
ができる安全なまちづくりに向
けた地域ぐるみの活動を支援し
ます。

●住民参加のもと，安心して安全に暮らせる地域づくりを推進する地域をモデル地域に指
定し年額10万円を助成した（2年間助成）。
　　3地域　2年目
 　（日吉台，千年，御幸学区）

防犯カメラ設置事業

　街頭での犯罪の発生を抑止す
るため，不特定かつ多数の者が
利用し，防犯上高い効果が期待
できる道路等の公共空間に防犯
カメラを設置します。
　また，地域団体等が設置して
いる防犯カメラの更新を支援し
ます。

●市が主体となって，防犯カメラを設置する。
　また，防犯カメラを設置する地域団体等に，設置費用の一部を補助する。
　　設置台数　合計26台
　　【内訳】
　　　自治会等　　  11台
　　　市 　　        5台
　　　寄附　　　　　10台

地域における子どもや市民の安
全確保体制の支援

　安心・安全な地域づくりのた
め，不審者情報・災害情報等の
緊急を要する情報を正確・迅速
にファクシミリで提供します。
　また，メール配信を導入し，
支援体制の機能充実を図りま
す。

●各学（地）区自治会（町内会）連合会長に対し，不審者情報・災害情報などをファクシ
ミリにより提供した。
　また，2015年度から迅速・確実な情報提供の手段としてメール配信を導入し，希望する
連合会長へ配信した。
　　ファクシミリによる情報提供先
　　　80学（地）区
　　メールによる情報提供先
　　　35学（地）区
　　情報提供数　172件

基本施策（２）安全で，安心して子育てができるまちづくりの推進

都市公園安全・安心の取組

　乳幼児から高齢者までだれも
が安心して安全に歩行できるよ
う既設公園の園路について，段
差解消等のバリアフリー化を推
進します。

　2018年度事業実績なし

生活安全パトロール車による子
ども見守り事業

　公用車両に青色回転灯及び放
送設備を装備し，公務連絡経路
等において，防犯・交通安全等
の街頭啓発を実施するほか，不
審者情報に対する対応等，子ど
もの見守り活動を行います。

●生活安全パトロール車16台による子どもの見守り，交通安全啓発及び防犯啓発活動を実
施した。
　
●通学路や危険個所のパトロール，不審者情報に基づく重点巡回パトロールを実施した。

地域青色防犯パトロール実施団
体支援事業

　子どもの見守り等，高齢者等
による地域における自主防犯パ
トロールの充実にむけ，地域青
色防犯パトロール実施団体に対
し，パトロール車両に装備する
青色回転灯，放送設備等を貸与
します。

●地域青色防犯パトロール活動により，子どもの見守りなどを実施している学区（13学区
16台）に青色回転灯や放送設備などを貸与した。
　実施学区
　　幕山，長浜，久松台，坪生，東村，明王台，山南，網引，野々浜，春日，神村，
　　水呑，松永

「こども１１０番の家」推進事
業

　子どもを犯罪等の被害から守
るため，市内全域に「こども110
番の家」の活動を実施し，地域
の住民と連携して，子どもを被
害から守る活動の支援を行いま
す。

●「こども110番の家」
　　協力軒数　5,589軒

●こども110番事業に取り組む民間事業者等と｢こども110番事業ネットワーク会議｣を開催

●「こども110番防犯訓練」を小学校4校，児童約1,170人に実施

●ばら祭などのイベントブース出展による「地域安全マップクイズラリー」などを実施
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ひとり親家庭等就業・
自立支援センター事業

　ひとり親家庭の親等に対し，
就業支援講習や就業情報の提供
等により，ひとり親家庭の生活
の安定と児童福祉の増進を図り
ます。

●ひとり親家庭等就業・自立支援センターで就業相談，講習会，就業情報の提供等を実施
した。

●2014年9月からハローワークの求人情報のオンライン提供を受け，支援の充実を図って
いる。
　事業は一般財団法人福山市母子寡婦福祉連合会に事業委託した。
　（2006年から無料職業紹介所を開設）
　　就業支援事業
　　　相談件数　37件　　求人件数　 6件
　　　紹介件数　13件    採用件数　 3件
　　就業支援セミナー・講習会
　　　セミナー　2回　延べ18人
　　　講習会　　8回　延べ64人
　　特別相談事業
　　　1回　1人

母子・父子自立支援プログラム
策定事業

　児童扶養手当受給者の状況や
ニーズに応じて，自立支援プロ
グラムを策定し，きめ細かな自
立・就労支援を実施します。

●ひとり親家庭等就業・自立支援センターで母子・父子プログラム策定員が児童扶養手当
受給者を対象に，個々のケースに応じた自立支援プログラムを策定した。
　　策定数　22件

●ハローワークと連携して，個々の児童扶養手当受給者等の状況，ニーズ等に応じたきめ
細やかな就労支援を行う生活保護受給者等就労自立促進事業を実施した。
　　支援者　53人

母子父子寡婦福祉資金貸付金

　母子家庭や父子家庭の児童等
が修学するために必要な学費等
の貸付を行うことにより，母子
家庭や寡婦，父子家庭の生活の
安定とその児童の福祉の向上を
図ります。

●対象者は，母子家庭の母と児童，父子家庭の父と児童，寡婦など

●貸付金の種類は，修学資金，就学支度資金，修業資金，就職支度資金，技能修得資金，
事業開始資金，事業継続資金，医療介護資金，生活資金，住宅資金，　転宅資金，結婚資
金
　　貸付件数　 　168件
　　　母子　新規  59件
　　　　　　継続 100件
　　　寡婦　新規　 0件
　　　　　　継続　 3件
　　　父子　新規　 3件
      　    継続　 3件

ひとり親家庭自立支援給付金事
業

　ひとり親家庭の親に対して，
就労に有効な資格を取得するた
めの経費の一部の助成や特定の
資格を取得する期間に係る給付
金を支給し，自立を支援しま
す。

●自立支援教育訓練給付金事業
　就労に有効な資格を取得するための経費の一部を助成
 　 支給件数　3件

●高等技能訓練促進費事業
　経済的自立に効果的な資格を取得するために1年以上修業する間の一定の期間に給付金
を支給
　　支給件数　45件

●入学支援修了一時金
　修業期間修了後に支給
  　支給件数　14件

基本施策（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進

ひとり親家庭等医療費助成

　ひとり親家庭等の親又は児童
が，病院へ通院又は入院した際
の保険診療による医療費に係る
自己負担分の一部を助成しま
す。

●対象者は，18歳到達後初めての3月末までの児童を現に扶養している配偶者のない人と
その児童で，本人及び生計を同一にする扶養義務者が所得税非課税であること。

●一部負担金は，1医療機関につき，1日500円（入院，通院とも月4日まで）
　　受給者数　6,868人

児童扶養手当

　父母の離婚，父又は母の死
亡・拘禁・遺棄等により，父又
は母のいない児童及び父又は母
が一定の障がいの状態にある児
童を養育している人に児童扶養
手当を支給します。

●支給額
　　全部支給　月42,500円
　　①全部支給・・・児童１人目　月額 42,500円
　　②一部支給・・・児童１人目　月額 42,490円～10,030円
　　児童2人目は，①・②の月額に10,040円～5,020円を加算
　　児童3人目以降は，①・②の月額に1人につき6,020円～3,010円を加算

●受給者数　　　  4,071人
　（内訳） 母子   3,878人
　　　　   父子     175人
　　　     養育者　  18人

児童虐待防止啓発事業
（オレンジリボンキャンペー
ン）

　虐待の現状を広く知らせ，虐
待を防止し，虐待を受けた子ど
もが幸福になれるようにとの願
いが込められた「オレンジリボ
ン」を，「児童虐待防止」の象
徴として広めるキャンペーンを
推進します。

●児童虐待防止推進月間（11月）事業として
　　「広報ふくやま」への啓発記事の掲載
　　啓発用リーフレットの作成と配布
　　街頭啓発の実施（11月1日,11月3日）
　　広島県とタイアップした啓発活動（チラシ，ポケットティッシュの配布）
　　啓発用懸垂幕の懸垂
　　「ふくやま子どもフェスティバル2018」に参加（チラシ，ポケットティ
　　ッシュ，オレンジリボンの配布，オレンジリボン講習会の実施
　　オレンジリボンの着用促進（新採用職員，民生委員・主任児童委員等）
　　公用車への啓発用マグネットシールの貼付（通年）
　　オレンジリボンサポーターの募集
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⑦ 発達障がい児の支援

　発達障がい又はその疑いのあ
る就学前の児童のための支援拠
点として広島県東部及び岡山県
西部の6市2町で共同運営する
「こども発達支援センター」に
おいて，専門的診断に基づいた
支援を行うとともに，関係機関
と連携を図り支援ネットワーク
を構築し，切れ目のない支援を
めざします。

●相談や診察，訓練などの医療的支援を行った。
　　センター利用延件数　3,336件
　
●関係機関との連携を行った。
　保育所，幼稚園，保健師，療育機関，教育委員会，医療機関等と支援連携票により連携
するとともに，センター利用後の児童の通う保育所等に相談，訪問等を行い支援した。

特別支援教育就学奨励事業

　市立小中学校の通常学級に在
籍する学校教育法施行令第22条
の3に規定する障がいのある児童
生徒又は特別支援学級に就学す
る児童生徒の保護者の経済的負
担を軽減するために，必要な経
費の一部を援助します。

●援助の内容は，学校給食費，学用品費，修学旅行費，入学準備費などの費用の一部
　　認定者　1,202人

特別支援学級保護者付添交通費
補助事業

　通園・通学等に付添いが必要
な児童等の保護者に対し，交通
費等の一部を補助します。

●対象者は，障がい児を対象に設置された特別支援学級及び通級指導教室に在籍する園
児・児童・生徒を登下校（登降園）及び通級時等に介助する該当児の保護者（市内に在住
の者）で，交通費等の一部を補助する。
　　認定者数
　　　幼稚園　　  5人
　　　小学校　　334人（校外活動　2人）
　　　中学校　   71人

特別児童扶養手当

　身体・知的・精神に概ね重度
又は中度の障がいのある20歳未
満の児童を監護する保護者に対
し，手当を支給します。

●対象
　身体・知的・精神に概ね重度又は中度の障がいのある20歳未満の児童を監護する保護者
（児童が施設に入所している場合を除く。）

●支給額
　　1級　月52,200円
　　2級　月34,770円
　　（所得制限あり）

●受給者数　1,284人

障がい児福祉手当

　20歳未満の精神又は身体に重
度の障がいを有する児童に対
し，手当を支給します。

●対象
　常時介護を必要とする20歳未満の重度障がいの人

●支給額
　　月14,790円（所得制限あり）

●受給者数　212人

基本施策（３）障がい児施策の充実

自立支援医療（育成医療）費

　一定の身体上の障がい等があ
る児童で，確実な治療効果を期
待しうるものに対し，障がいや
疾病を軽減，改善するために要
する保険診療による医療費の自
己負担分の一部を助成します。

●対象となる主な障がいや疾患肢体不自由（ペルテス病，内反足）視覚障がい（斜視）
　聴覚・平衡機能障がい（小耳症）　音声・言語・そしゃく機能障がい（口蓋裂）
　内臓障がい（心室中隔欠損症，ファロー四微症，慢性腎不全）　ヒト免疫機能障がい
　　本人負担は原則1割
　　所得の状況などに応じて負担の上限月額の設定あり
　　給付件数　443件
　　（2019年3月末審査分）

重度心身障がい者医療費

　重度の障がいのある障がい児
（者）が，病院へ通院又は入院
した際の保険診療による医療費
に係る自己負担分の一部を助成
します。

●対象
　身体障がい者手帳1～3級又は療育手帳Ⓐ，Ａ，Ⓑの人（所得制限あり）

●一部負担金
　1医療機関につき1日200円　（入院，通院とも月4日まで）
※ただし65歳以上（療育手帳Ⓑを除く）で後期高齢者医療に加入していない人について
は，当該受給者が後期高齢者医療の被保険者であると見なして算定した保険診療の自己負
担分を給付の対象としている。
　　受給者数
　　　65歳未満　3,878人
　　　65歳以上　7,123人

子どもの健全育成支援事業 ※再掲　1－（4）－⑥

市営住宅入居専用枠の設定 ※再掲　4－（2）－⑤

母子生活支援施設

　母子生活支援施設において，
母子家庭やこれに準ずる事情に
ある家庭の母子を保護するとと
もに自立を支援します。

●入所状況
　　久松寮　　2世帯（5人）
　　市外措置　3世帯（7人）※
　　計　　　　5世帯（12人）
　　※DV被害を被った母子世帯については，市外施設への措置委託を行った。

ひとり親家庭等相談事業

　ひとり親家庭自立支援員によ
り，ひとり親家庭の状況に応じ
た自立支援を推進します。

●ひとり親家庭自立支援員（家庭児童相談員と兼務）がひとり親家庭などの自立支援に向
けた相談や助言を行った。
　　相談件数　　　2,550件
　　（内訳）母子　2,514件
　　　　 　 父子　   36件
　　※相談件数には母子父子寡婦福祉資金の貸付・償還相談を含む。



事業名 事業概要
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（課題等）

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

水中活動事業
（水中活動講座）

　障がい児（者）の身体機能の
向上を図るために，研修を実施
します。

●水中活動講座（6回）
　講義，実技指導，ヘルパー研修

●育成された指導者による実技指導
　　8団体　30回

障がい者等相談支援事業
（障がい者総合相談室・子ども
発達相談室）

　障がい児（者）が地域の中で
安心して生活ができるよう障が
いの特性に応じた細やかな相談
支援を行います。

●従前の「障がい者総合相談室・子ども発達相談室」も含め，2013年度から福山市社会福
祉協議会に基幹相談支援センターを委託し，児童に関する支援を実施している。「こども
発達支援センター」は原則，就学前の児童を対象としており，「子ども発達相談室」では
就学児を対象に相談支援を行っている。

障がい福祉サービス等の充実

　障がいのある児童への早期療
育や居宅サービスの支援を行う
ことで，児童の発達を支援する
とともに保護者の負担を軽減し
ます。

●児童発達支援   　　　  　 881人

●医療型児童発達支援    　　 20人

●放課後等デイサービス 　 1,683人

●保育所等訪問支援　　　　   38人

　（2019年1月末利用実人数）

障がい児通園施設利用者
負担軽減事業

　障がい児通所支援施設と保育
所又は幼稚園を併行して利用し
ている児童や，障がい児通所支
援施設を利用している児童の兄
姉が障がい児通所支援施設を利
用している場合で，その両方に
利用者負担がある場合に通所支
援施設の利用者負担を軽減しま
す。

●食費負担軽減　　　64人

●併行通園　　　 　591人

●児童生徒の実態や就学前施設などでの状況,こども家庭センター，医療機関などと連携
した総合的な判断による就学指導を行った。

●特別支援学級，通級指導教室において，実態に応じた教育内容を工夫した指導を行っ
た。

●介助員，障がい児指導員等を配置し，よりきめ細かな指導・支援を行った。

●発達障がいのある児童生徒への理解と対応について，教職員の資質向上のための研修を
実施した。

●子どもの実態を十分に把握し，付ける力と手だてを明確にした個別の指導計画の作成に
ついて指導した。

特別支援教育体制推進事業

　障がいのある児童生徒や支援
の必要な児童生徒が，安心して
生き生きと学校生活が送れるよ
う学校体制で取り組む特別支援
教育を推進します。

●市立の全ての幼稚園，小学校，中学校，高等学校で特別支援教育コーディネーターの指
名と校内委員会の設置が行われ，学校全体での組織的な推進体制が継続されている。

●原則，毎月第3木曜日を市内一斉研修日とし，障がい特性を踏まえ，付ける力を明確に
した授業づくりについての研修を実施した。

●巡回相談事業（年間）を実施し，校内委員会の在り方や児童生徒の指導･支援について
共通理解を図った。

ことばの相談室

　ことばや発達に課題のある児
童を指導援助し，保護者の相談
と支援を図ります。

●ことばの発達や発音などについて保育所，幼稚園等で専門的な指導・支援を実施
　　実施か所
　　　保育所　4所　　　　　幼稚園　4園
　　　認定こども園　１園　 ふくやま子育て応援センター
　　利用人数
　　　保育所　　　　414人（延回数　2,471)
　　　幼稚園　　　　278人（延回数　1,811）
　　　認定こども園　 42人（延回数　  152）
　　　ふくやま子育て応援センター
　　　　　　　　　　114人（延回数　582）

●ふくやま子育て応援センター「ことばの相談室」を拠点として，子育て支援や発達障が
い児　支援に携わる者の研修を実施した。

乳幼児発達相談

　ふくやま子育て応援センター
の機能拡充を行い，子どもの発
達支援の充実を図ります。

●各種機関が連携して育児について必要な相談業務を実施した。
　　育児総合相談
　　日常相談（コンシェルジュ）
　　ことばの相談室の拠点の設置
　　人材育成

障がい児の教育

　障がいのある児童生徒一人ひ
とりの教育的ニーズを把握し，
個に応じた教育を推進します。

障がい児保育

　障がいのある児童の保育を保
障するため，保育所での障がい
児保育を行います。

●保育希望があり，集団保育が可能な児童について実施した。

●児童の発達保障において，こども発達支援センターや療育機関などとの連携を図りなが
ら，保育内容の充実に取り組んだ。
　　2018年度手帳取得児童     38人
　　その他課題のある児童  2,589人
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⑰

⑱

⑲ 療育相談

　幼児健康診査，相談等におい
て，精神発達面の経過観察を必
要とする児を対象に，今後の療
育の方向づけを行うとともに，
幼児の健全な発達を促します。

●保健事業実施課（健康推進課・松永保健福祉課・北部保健福祉課・東部保健福祉課・神
辺保健福祉課・沼隈支所保健福祉担当）において，心理相談員・保育士・保健師による療
育相談を実施した。

●一人ひとりの課題に応じて，関係機関と連携した一体的な支援（療育支援システム）を
実施した。

障がい児等療育支援事業

　在宅障がい児（者）の地域で
の生活を支援するため，訪問又
は外来療育指導等の療育訓練を
行います。

●重症心身障がい児（者），知的障がい児（者），身体障がい児（者）に対する訪問療
育・外来療育と施設での支援を行った。
　　利用者数　4,291人

軽度・中等度難聴児補聴器
購入費助成事業

　身体障がい者手帳の交付対象
とならない18歳未満の軽度・中
等度の難聴児に対し，補聴器を
購入する費用の一部を助成しま
す。

●原則両耳の聴力レベルが30デシベル以上の人に助成をした。
　　本人負担1/3
　　所得制限あり
　　給付台数　16台


